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要 約

わ が国 企業 は、 自発 的 に 環境 報 告 書を 発 行 する と い う 形で、 環 境 問 題に 関 心 を 持つ 投 資 家
た ち の声 に ま

すま す 応 える よ う に なっ て きて い る。 しカ
’し な がら、 環 境報 告 墓 準 の な い現 状 で は、 こ れ ら報 告 書 は、 著

しく ま ち まち で あ る。 本 稿 の目 的 は、 日 本 の 代表 的 企 業 の環 境 報 告 書を 調 査 し、 そ の 開 示 実態 の 現状 を 分

析 する こ と で ある。 そ こ で は、 ま ず、 環 境 報告 墓 準 の あ る
べ きス テ ッ プは 環 境 保 全投 資 額 の 開 示で あ り、

次 に環 境 保 全 コ ス トの 開示 に 進 む べ き で ある こ と を 示 す。 環 境 保 全 コ ス トの 開 示 シス テ ム は、 １９９９ 年

に 環境 庁 か ら ガイ ドラ イ ン（案） と して 示 さ れ た。 そ こ で 最 後 に、 わ れ わ れ は、 こ の ガイ ドラ イ ン
（案）

の 環境 保 全 コ ス トの 開 示 で 改善 す べ き 実務 上 の い く つ か の問 題 点 を 示 した。
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１． は じ め に

環境問 題への関心の高まりの中で企業の 「環境

報告書」 の自主 的な公表がここ数年急増 している

が、 環境会 計の基準 が存在 していない現状におい

ては、 環境会 計情 報の測
定方法は統一されてお ら

ず、 その緒果 開示 される環
境会計情報も当然な が

ら企業 間で比 較可能なものではない。 企業は独自

に環境会計 の構築 （「環 境保全 コス ト」 又は 「環

境投 資額」 の定義・測定） に努めてはいるが、 ま

だ一 部の先 進的企業のみが突出 し、 産業間にお い

ても、 ま た同一産業内の企業間に
おいても、 大き

な差異 を有しているのが現状である。 このよう に

企業 が環 境会計に取り組み 始めた時期 に、 環境庁

の 「環境 保全コス トの 把握 及び公表に関するガイ

ドライ ン～環境会 計の確 立に向けて （中間取りま

と め）」 （平成１２年３月） が発 表された 三と は大

変 に意 義深い。

環境庁 の平 成１１年 度の 「環境にや さ しい 企業

行 動調査」 にお いて、
「環境保全 コストに係 る投

資額や費用を他と 区別 して集計 しているか」 との

調 査 結 果 は、 予 算 に お い て は 上 場 企 業 の ２５．９ ％、

非上場 企業 等の１９．Ｏ％、 決算 におい ては上 場企

業 の ２４．７ ％、
非 上 場 企 業 等 の １６．６ ％ が 「投 資 額」、

「経費」、 又は 「両 方」 の集計
を行っていると して

いる。 また環 境保全 コス トの把握の 目的は、 「自
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主的な環境管理にお ける目標 実行 に伴う コス ト把

握」、 「環境保全投資にお ける投
資効 果分析」、 「規

制強化等における環境対策のコスト管理」 が挙げ

られている。 一方、 環境保全コス トの集 計にあた

り、 「環境保 全コス トの定義や 範囲が
はっきり せ

ず、 どの科 目 を どのよう に 集計 す
べき か 分ら な

い」、 「現行の会計
システムでは特別 な投資 額や経

費の集計ができるよう になっていない」 等の 問題

点が指摘されている。 また 「ガイ ドライ
ン」 につ

い て は、 上 場 企 業 の ４３．８ ％、 非 上 場 企 業 等 の

１９．６ ％ が そ の 存 在
・ 内 容 を 知 っ て お り、 上 場 企

業の９．９％、 非上場 企業等 の４．０
％が 実際に 活用

して いる と回 答 し、 今 後の 環境 保全 コス トの 把

握・集計等の推進のため には、 ６割 以上の 企業が

「企業内部 における 環境保 全コス トの 把握、 集計

等に関する指針、 ガイ ドライ ンの作 成」 を必要
と

してお り、 「ガイ ドライン」 への関心 の高さ がう

か が え る。

このような要 請に応 えて、 環境庁は環境会計シ

ステムを確立 し企業等 に普及さ せる こと は環境政

策上 有意 義であ ると の観点 から、 平成１１年３月

に 「ガイ ドライ ン」 で、 環境 保全コス ト
（投資及

び コ ス ト） の 定 義 ・ 集 計 ・ 分 類 ・ 開 示 に つ い て の

指 針を示 し、 さらに 平成１２年５月 に 「環境 会計

システムの確立にむけて （２０００年 報告）」 で、 「効

果」 についても その考え方を示している。 そこで

は環境保全 コス トと 「効果」 を対比させることに

より、 企業等 にとっ ては、 自社の環境
保全への取

組をより効 率的で効果の高いものにしていくため

の 経営管 理上の分析手段、 社会にとっては、 統
一

的な枠組みを通して企業等の環境保全への取組状

況を理解 できる有効な情報手段であるとの認識を

示 し て い る。

これ につい て、 松尾 （２０００） は
“環境情 報開

示 の動向” において環境会計の主たる目的は 「ガ

イ ドライ ン」 が示すとおり、 環境コスト・環境負

荷低減関係、 す なわち環境効率指標を提示するこ

と に あ る と し て い る。 ま さ に こ の 指 摘 は 正 し い。

しか しな がら、 環境 保全コス トについての定義等

が未だ定ま らない現状において、 効果を導出する

ことはより高 度に技術 的であり、 また特に財政基

盤が脆弱な 中小 企業にとっ ては、 社内における環

境情報 システム の構築 自体がはなはだ困難であり

実現性 から見 れば難しいといわ ざるをえない。 中

小企業をも 含めて幅広く 社会的に環境会計の浸透

を目指 して 行く ためには、 まずコス トについての

定義等の確立を最優先とすべきではないだろう

か 。

ま た勝山（１９９９）は
“環境 会計の 現状と課題” に

おいて 「ガイ ドライ ン」 は企業にかかわる 「環境

保全」 を的確に整理しており、 草創期 にある 環境

保全コス トの把握と公表にあたり 「環境保 全コス

ト集計 表」 を示すことによって、 実務担当 者によ

るコス トの把握が容易 になったと して評価 してい

る。 た しかに、 実務に指針を与えたと いう 意味に

お いて は 「ガイ ドライ ン」 の 意 義は 大変 に大 き

い。 しかしながら 「ガイ ドライ ン」 に従っ て実際

に環境 報告書を分析してみると、 実務 レ
ベルにお

いて は 「環境保全コスト」 の分類 にお いては問題

点 が多 く、 改善の余地がかなり多く 残されている

も の と 思 わ れ る。

本稿の 目的は、 「ガイ ドライ ン」 の公表用Ｂ 表

（環境保全効果対比型） の項目を現在の代表的な

企業 （東証 １部 上場の５業 種２５社） の 環境 報告

書がどの程度満た しているかを 検証 し、 環境報告

書のあるべき方向を探ること である。 本稿は 「ガ

イ ドライ ン」 に沿って 「環境報 告書」 を分析する

ことを 目的とす るが、 「ガイ ドライ ン」 の 中心課

題で ある 「投 資」 ・ 「コス ト」 ・ 「効 果」 のう

ち、 「投資」 ・ 「効 果」 は分析 の 対象 か ら外 し、

「コス ト」 のみ を対 象とす る。 そ の 理由 は、 「投

資」 について は記載 はあ るもの の、 「コス ト」 と
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比較して金額の表示が少なく分析の対象にするに

はデータ数か ら見て不 適切 と判 断したこと、 さら

に 「効果」 について は事例 自体極 めて少ないため

に同 様の理由 により、 分析対象 から外 した。 「効

果」 に つ い て ソ ニ ー、 キ リ ン
ビ ー ル、 富 士 通 の 事

例を見る と、 ソ ニー （１９９８年度） は環境コス ト

と環境効果の対比と してコス トにお いては金額表

示、 効 果 に お い て は 物 量 表 示 を し て い る。 キ リ
ン

ビー ル （１９９８年 度） は、 副 産・廃棄物 の年 間処

理費用 と して支払額との対比と して受 取額を表示

している。 富 士通 （１９９９年 度） は費用 と効 果の

集計項 目がそ れぞれ異 なり、 個 別対応 ではな い。

この ように 「効 果」 は「環境報 告書」に おい ての

記述に統 一性は見 られな い。

２． 環 境報 告書の 慨観

各企業の環境報告書の記 載内容 （一部イ ンター

ネ ッ ト上 での公 表を含む） をもと に、 「ガイ ドラ

イ ン」 が開示を目指す３つの課題、 「投資」 ・ 「コ

ス ト」 ・ 「効果」 についての概 観をまとめたもの

が、 次 の （表 １） で あ る。

表１ 環境報告書の慨観

投 資 コ ス ト 効 果

白動車産業 三菱自動車 無 有 無

トヨ タ 自動 車 有 有 無

マ ツ ダ 無 有 無

日 産 自動 車 無 有 無

ダイ ハ ッ エ業 無 有 無

家電産業 東芝 有 有 無

松 下 電 器 グル ー ブ 無 有 無

ソ ニ ー 有 有 有

日 本 電 器 有 有 無

日 立 製作 所 有 有 無

電力 ・ ガ ス 産 業 中 部 電力 有 有 無

東京電力 有 有 無

関西電力 有 有 無

東 京 ガス 有 有 無

大 阪 ガス 無 有 無

食晶 産 業 ア サ ヒ ビー ル 無 有 無

日 本 た ば こ産 業 有 有 有

キ リ ン ビ ー ル 無 有 有

宝酒造 有 有 無

サ ッ ポ ロ ビー ル 有 有 無

小 売産 業 三 越 有 有 無

イ ト ー ヨー カ 堂 無 有 無

ジヤ ス コ 有 有 無

ダイ エ ー 無 有 無

平和堂 無 有 無
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なお表中においては、 「金額データを含む記述
」、

「物 量データ を含む 記述」、 「文章 だけの記述」 な

どの記述内容は問わず、 何 らかの記
述 がある もの

はすべて 「有」 と し、 そ の他は 「無」 とする。

「コス ト」 は、 記述 の内 容は企業 ごとに大き く

異なるが、 全企業で記述 が認められる （詳細
は３

で 述 べ る）。 こ の う ち、 小 売 産 業 の 一 部 で は、・寄

付、 助 成、 贈
呈 の 記 述 が あ る。

「投資」 の記述は、 「家電産業
」 ・ 「電力 ・ガス

産業」 ・ 「食 品産 業」 に つい て多い。 ま た、 三

越、 イ トーヨーカ堂 を除いては金額の記述が見ら

れ る。

「効果」 の 記述は 少ない （３社）。 ソニー は環境

会計 実績と して、 １９９８年 度から 公表を始め てい

る。 ま た、 キ リ ン
ビ ー ル は 副 産 ・ 廃 棄 物 の 処 理 費

用の受取額、 宝酒 造は副産物販売収入の記
述であ

る 。

３． 環境保全コス ト集
計表 （環境庁 「ガ

イ ドライ ン」 公表用 Ｂ表）

ここ では （表 １） にお ける 「コス ト」 につい

て、 「ガイ ドライ ン」 の 「環境保
全コストの分類」

の中心項 目である 「環境負荷低滅 に直接的 に要し

たコス ト （直接環境負荷低滅 コス ト）」 について、

公表用Ｂ 表を用 いて詳細 に分析する （表２）。

な お、 表 中 に お い て、 「１」 は 金 額 表 示 が あ る、

「２」 は物量 表示 がある、 「３」 は何 らかの 記述 が

あ る、 と い う こ と を 示 し て い る。
ま た 「３」 に お

いては 「％表示」 を含む ものとする。

また表中 「①」 と 表示 されているものは、 例え

ば 「振動・騒音防止のた めのコス ト○○円」 とい

う記載であり、 分類項 目の２以上にまたがってい

て、 環境保全コス トの分類毎に明確に
区分ができ

ない場 合である こと を意味 している。

表の作成 にあたり、 基本的には、 各社の環境報

告書 （末尾の参考文献参照） に記載されているタ

イ トルを重 視して項目の特定を行っている が、 タ

イ トル がガイ ドライ ンの分類に合致 しないもの は

記述内容 によ り特定を行なった。 また記述 内容 が

２以上の 項目にま たがっ ているよう な場合には重

複 表記 して ある。

公 書防止コ ス ト

１． 大 気 汚 染 の た め の コ ス ト

「家 電産業」・「電力 ・ ガス 産業」・「食晶 産

業」 に おいて は、 詳細 な記述 が見 られるが、

「自動車産 業」 において は、 トヨ タを 除いて

具体 的な記述 が少 なく、 「小売 産業」 にお い

ては 記述がな い。

こ こ で 留 意 す べ き こ と は、 た と え ば、 中 部 電

力 に お い て ＳＯｘ・ ＮＯｘ を、 大 気 汚 染 防 止 に 関

連 し て 記 述 し て い る の に 対 し、 キ リ ン
ビ ー ル に

おいてはそれを 温暖化 防止に関連 して記述 して

いるというよう に、 各企業において分類・特定

に違 いがある。

２． 水 質 汚 濁 の
た め の コ ス ト

「家 電産業」・「電力 ・ ガス 産業」 のう ち電

力 ３社・「食品産 業」 のう ち２社にお いて 詳

細 な記述 がある が、 「自動 車産業」 において

はトヨタ を除き やや具 体性に 欠け、 「小売産

業」 にお いては 記述がな い。

宝酒 造にお いては排水規制項 目 （カ ドミウム

な ど２６ 項 目） と し て、 規 制 値 ・ 自 主 基 準 ・ 実

測値 の記述があり、 また東 芝にお いては全社で

はなく 特定工場の記述で はある が、 水質測 定の

詳細な 記述がある。

３． 土 壌 汚 染 の た め の コ ス ト

「家 電産 業」 のう ち２社、 「食品 産業」 のう

ち１社の みに記 述がある。

東 芝におい ては名 古屋 分工場の地 下水問題、

松下においては揮 発性有機化合物による地下水

＿ ３０ ＿
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表２ 環境保全コスト集計表 （環境庁ガイ ドライン公表用Ｂ表抜粋）

環 境 保 全コ ス ト の 分類 自 動 車産 業 家 電 産 業 電力・ガス産業 食晶 産 業 小 売 産 業

一
二

菱

ト

ヨ

タ

マ

ツ

タ

日

産

ダ

イ

ノ、

ツ

松

下

ソ

ニ

１

Ｎ

Ｅ

Ｃ

日

立

中

部

電

力

関

西

ヨ三

力

ア

サ

ヒ

キ

リ

ン

サ

ツ

ポ

ロ

Ｊ

Ｔ

｛

、
７
’
口

一
二

越

ヨ

１

カ

堂

ジ

ヤ

ス

コ

ダ

イ

エ

１

、ノ

芝 京

電

力

京

ガ

ス

ガ

ス

大気 汚 染 防 止 の ため の コ ス ト ①

２

①

２

①

２

環 境負 荷

低 減 に直

接 的 に要

し たコ ス

ト （直 接

環境 負 荷

低 減コ ス

ト）

公 害 防止

コス ト

３ ２ ３ ３ ３ ２ ２ ２ ３ １

２

２ ３ ２ ２ ２ １

２

水 質 汚 濁 の た め の コ ス ト
’
３ ２ ３ ２ ３ ２ ２ ① ２ ①

２

①

３

３ １

２

１

２

土 壌 汚 染 の ため の コ ス ト ３ ２ １

騒 音 防 止 の ため の コ ス ト ３ ２ ３ ３ ３ ①

３

①

３

３ ①

振 動 防 止 の ため の コ ス ト ３ ３ ３ ① ① ①

３

３ ①

悪 臭 防 止 の ため の コ ス ト ３ ３ ３ １ ３ １

地 盤 沈 下 の ため の コ ス ト

その他の公害防止の ためのコスト １

地球 環 境

保 全 コ ス ト

温 暖 化 防 止の た め の コ ス ト ３ ２ ３ ２ ３ ２ ２ ① ２ ２ ①

２

２ ２ ①

２

２ ２ ２ ２ ３ １

２

２ ３ ２

オ ゾン層破壊防止のための コス ト ３ ２ ３ ３ ３ ２ ２ ① ２ ２ ２ ２ １

２

①

２

３ ２

省 エ ネ ル ギ｝ の た め の コス ト ３ ２ ３ ３ ３ ２ ２ ①

２

２ ３ ２ ① ２ ２ ①

２

２ ２ ２ ２ ２ ２

省 資 源 の た め の コ ス ト ３ ３ ３ ３ ２ ①

２

２ ３ ２ ２ ２ ① ２ １

２

２ ２

節 水、 雨 水 利 用
等 の た め の コス ト ３ ２ ２ ２ ２ ２

その 他の地 球環境保 全のた めのコス ト ２ ３ ２ ３ ２ ３ ３ ３ ３ ２ ２ ２

産 業 廃 棄 物 の 減 量 化、 削 減 の

た め の コ ス ト

３ ２ ３ ３ ２ ２ ２ ２ ２ ２ ２ ２ １

２

２ ３ ２ ２ ２ ２ ２ ３ ２産 業 廃 棄 物

及 び事 業 系

一 般 廃 棄 物

の 処 理 ・ リ

サ イ ク ル コ

ス ト

産 業廃 棄 物 の 処 理 ・ 処 分 （埋

立 を含 む） の た め の コス ト

３ ２ ①

２

２ ３ ２ ① １ １

産 業 廃 棄 物 の リ サ イ ク ル 等 の

コ ス ト

３ ２ ３ ２ ２ ①

２

２ １ ２ ３ ２ ２ ２ １ ２ ２ ２

事 業系 一 般 廃 棄 物 の 減量 化、

削 減の た め の コ ス ト

３ ３ ２ ２ ２ ２ ２ ２ ２ ３ ２

事 業系 一般 廃棄 物の 処理 ・処 分

（埋 立） のた めの コス ト

２ ２ ２

事 業系 一般 廃棄 物のリ サイ ク ル

等 の ための コス ト

３ ２ ２ ３ ２ ２ ２ ２ ２ ３

その 他

「１」 は金 額 表示 が ある、 「２」 は物 量 表示 があ る、 「３」 は何 ら か の記 述 が ある、 と いう こと を 示 して いる。 ま た 「３」 に

お い て は 「％ 表 示」 を 含 む も のと す る。 ま た 表中 「①」 と 表示 さ れ て いる も の は、 例 え ば 「振 動 ・ 騒音 防 止 の ため の コ ス

ト○ ○ 円」 と いう 記 載 で あ り、 分 類 項 目 の ２ 以上 に ま た がっ て い て、 環 境 保 全 コ ス ト の分 類 毎 に 明確 に 区 分 がで き な い 場

合 で あ るこ と を 意 味 して い る。

＿ ３１ ＿
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汚染の記述と今後の対策についての詳細な記述

がある。 宝酒造 において は環境コス トと して、

土壌汚染防止 （薬液タンク防液堤） の経費額の

記述がある。

４． 上記以 外の
公害 防止コス ト

騒音防止のためのコス ト・振動防止のための

コ ス ト ・ 悪 臭 防 止 の た め の コ ス ト に つ い て

は、． ひ
と ま と め で の 記 述 が 多 く 見 ら れ、 具 体

的 なデータ の記述 が少ない。

宝酒造において は悪臭防止として焼却設備脱

臭装置、 騒音・ 振動防止として防音壁装置の経

費 額 の 記 述 が あ る．。

地盤沈下のた めのコス トについては、 記述が

な い。

その 他の 公害 防止 のた めの コス トに つい て

は、 ＪＴ にお いて 環境対 応経費 の中 で、 法 規
制

対応費 と して 金額の 記述がある。

地球環 境保全コス ト

１． 温 暖 化 防 止 の た め の コ ス ト

全産業において （ダイ エー、 平和堂を除く。）

幅広く 記述が見 ら れる。 「気侯変 動枠組み条 約

第３ 回締約国会 議」 （ＣＯＰ３） で採択さ れた京

都議 定書 （９７年１２月） で定め られた温室効 果

ガ ス の 種 類 は、 二 酸 化 炭 素 （Ｃｏ 。） ・ メ タ ン

（ＣＨ 。） ・ 亜 鉛 化 窒 素 （Ｎ ．０） ・ ハ イ ド ロ フ ル

オ ロ カ ー ボ ン （ＨＦＣ） ・ パ ー フ ル オ ロ カ ー ボ ン

（ＰＦＣ） ・ 六 フ ッ 化 硫 黄 （ＳＦ ６） と な っ て い る

が、 全 産 業 に お い て の 記 述 は Ｃ０２ だ け で あ る。

「電 力 ・ ガ ス 産 業」 の 電 力 ３ 社 に お い て は、

原子力 発電 がＣ０２の 削減の 決め手 であると の

共通 の記述があ る。

２． オ ゾ ン 層 破 壊 防 止 の た め の コ ス ト

「食品 産業」・「小 売産 業」 におい ての記 述

が 少 な い。

松下において、 オゾン層 を破壊する
主な原因

とされる特 定フロン （ＣＦＣ） は、 家電製品や電

子部 品 の洗 浄剤 な どに使用 さ れてい た が、 ９５

年度末には全廃 したとの 記述 があるように、 他

の企業 も全廃 したとの 記述が多く 見 られる。

３． 省 エ ネ ル ギ ー の た め の コ ス ト ・ 省 資 源 の た め

のコス ト

省エネルギーのためのコス トと省 資源のため

のコス トは、 厳 密に区 分すること が難 しいが、

全産業 におい て幅広く 記述が見 られる。

ＮＥＣ に お い て、 省 エ ネ ル ギ ー 活 動 と し て エ

ネ ル ギーの 使用効 率を高め てＣ０２の排出抑 制

に 寄 与 す る コ ー ジ ェ ネ レ ー シ ョ ン ・ シ ス テ ム

（熱電供給） の導入実績についての記述がある

が、 他 の 企 業 も コ ー ジ ェ ネ レ ー シ ョ ン ・ シ ス テ

ム の記述が多い。 また省資源 は、 リ サイ クルと

関連 して 記述さ れている ことが多 い。

４． 節 水、 雨 水 利 用 等 の た め の コ ス ト

「自 動車 産業」 におい てトヨ タ１社、 「家 電

産 業」・「小売産業」 においてそ れぞれ２社に記

述 が あ る。

ソニーにおいて、 水資源の有効利用と して省

資 源に関連 して記述されているよう に、 他の企

業も省資源に関連して記述していることが多い。

５． その他 の地 球環境保 全のための コス ト

その他 の環境 保全の ためのコス トは、 「自動

車産業」 においては、 交通環境 改善による環境

負荷 の削減の観点から、 高 度情 報通信を利用 し

た 道路交 通にお ける管 理システム （ＩＴＳ） につ

い て、 「家 電産業」 において は、 科 学物質 の管

理として環境汚染物質の排出・移動登録 （ＰＲＴＲ）

について、 「電力・ ガス産業」 のう ち電力 ３社

にお いては、 放射性廃棄物の管 理につ いての記

述 で あ る。

産業廃 棄物及び事業系一般廃棄物の 処理・リサイ

クルコスト

＿ ３２ ＿
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ＮＥＣ ・ ＪＴ ・ 東 京 ガ ス に お い は、 産 業 廃 棄 物
と

一般廃棄物の区分をして記述 している が、 他の企

業は産業廃棄物の 記述のみ、 も しく は単 に廃 棄物

として記述 していると ころ が多 い。

ま た、 廃 棄 物 の 減 量 化、 削 減 ・ 処 理 ・ 処 分、 リ

サイク ルは相互に 関連しているため、 一 連の 過程

と して厳密な 区分は難 しい。

以上の分析 から、 「コス ト」 において は産業 間

においても、 同一産業 内の企業間において
も、 大

き な差異が見 られる。 全般的 に見て 「
金額 表示」

は極 端に少なく 「物量 表示」 におい ても少 なく、

や っと 「何 らかの 記述 があ る」 と いう 状 況であ

る。「ガイ ドライ ン」 が公表さ れた ことは、 「環境

保全コス ト」 の定義と測 定方法が示されたという

意 味においては評価できる。 しか し、 現状の環境

報告書の分析から見てみると、 そのギャッ プはあ

まりにも大きいといわ ざる をえず、 理想は高く超

えるべきハー ドルは高い。 大企業においてさえも

このような現状であり、 中小 企業においてはより

険 しいことが予想され、 現時点においては実行可

能性 という観点 から見る と限界 が感 じられる。

また、 この 「ガイ ドライ ン」 にも
とづいて実 際

に 分類する場合 に、 「公害 防止コス ト」 と 「地球

環境保全コスト」 及 び 「省エ ネルギー」 ど 「省資

源」 な どに重複部分が多く、 また廃棄物の 「滅量

化 ・ 削 減」 ・ 「処 理 ・ 処 分」 ・ 「リ サ イ ク ル」 の 一

連の過程の区分が困難である な どの間題点を指摘

し て お き た い。

以上見てきたように 「環境 報告書」 の開示の現

状と実行可能性の視点か ら次のような提言を した

い。 まず第１に、 「環境保 全コス ト」 の 分類 をさ

らに整理統合するととも に、 例えば 「温暖化防止

のた めのコス ト」 に 含ま れる科 学物質 はＣｏ。で

あるというように、 分類項 目毎に該当する科学物

質の範囲を暫定的にでも特 定することが必要であ

る。 第２ に、 比較的に多い 「物量 表示」 から 「金

額表示」 へと段階的に進める ことが、 現実的な問

題と して 企業 にお いて は取 り組 みや すい であ ろ

う。 第 ３ に、 特 定 ・集 計の しや すい 「環 境投 資

額」 の公 表を促 し、 次に 「環境保 全コス ト」 の開

示へと進 むことがより現実的 なのではないか。 第

４ に、 この 「ガイ ドライ ン」 は 当然 のこ とな が

ら、 企業 又は産業の個別的な特 殊性 を排 除し普遍

的な様式を 模索 しているため、 その 産業の特殊性

が表示 しにく い。 産業毎に十 分検 討し、 産業別さ

らには企業規模別の統一基準の確立を急ぐべきで

はない だろう か。

環境会 計を構 築することは、 現行の会 計シス テ

ム に大きな変 更を迫り、 大きな追加的コス トが必

要となること も予 想される。 そのため人材 面、 資

金面を含めた 企業体力のある大企業以 外には、 環

境会計の導入 は困難であると予想さ れるた め、 大

企業のみならず中小企業をも対象とした実行可能

性の視点か ら 「ガイ ドライ ン」 のさ らなる 改善を

要 望 す る。

４． む す び

本稿 にお いては、 「コス ト」 について のみ検 証

してい る。 「ガイ ドライ ン」 に おける３つ の重 要

課題 であ る 「投資」・「効 果」 につ いては 「環 境

報告書」 にお いて記述量が少ないとの理由 から検

証の対象か ら除いている。 また 「環境報告 書」 を

公表する企業 数自体も多くなく、 検証の精 度は高

く ないかも しれない。 しか し環境会計の一つ の指

針として 「ガイ ドライ ン」 が公表さ れたこと は大

変に意義深く、 この 「ガイ ドライ ン」 の 公表によ

り、 今後 「環境 報告書」 の発行は年々増加 し、 そ

の精度 も上 がってい くものと 期待さ れる。

「ガイ ドライ ン」 にお ける 「環境会 計」 は 「制

度会計」 の枠組 みの外において、 現代の環境 問題
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の深刻化 から緊急 の課題として議論をさ れてき て

いる。 いいかえれ
ば、 環境保全を優先 し、 資 本の

論理の 主導による 経済システムの転換を目指 すも

の であ る。 この こと は伝 統的 な会 計 の枠 組み で

は、 現在 の複雑化 ・社 会化し
た企業環境 を把握す

ること が困難 になっ てきていることを示 して いる

が、 複 数の 「会 計制 度」 の存在は、 企業側、 利用

者側双 方から見て も望ましいものであると は言え

な い。 できう る限り は、 「環境会 計
」 ・ 「制度 会

計」 双方の側から一つの 「会計制度」 に収鮫され

る べく努力 を期 待する もので ある。

「環境報告書」 は、 「制 度会計」 とはその目 的を

異にするものと して、 現行の 「制度会計」 の枠 組

みを超えた幅広い 範囲をカ バーしようと して いる

のも事 実であろう。 しかしながら、 中小企業 にと

って は本当 に 「環境 報告書」 を作成すること がで

きる のであろう か。 環境問題が本当に 緊急の 課題

である とする ならば、 中小企業もその重要 な一員

であること は言うま でもな い。 「環境 報告書」 が

「環境 会計」 を具現する 一つの 方法で あるとす る

なら ば、 「環境 報告書」 を大い に叩
き 台と しなが

らその成果を 「制度会計」 に取り入 れると いう ス

タンスも 必要では ないだろう か。 「環 境会計」 と

「制 度会計」 は別物という 議論 から はその展望 は

見えにく いよう に思われる。 何が出来て、 何 が出

来ないの かの論議 は当然必 要であ るが、 「制 度会

計」 に取り入れられるものは取り入 れる ことも必

要であると思われる。 全企業を巻き 込んで 「環境

会計」 を実行可能性のあるものに して いくことが

重要であ ると思わ れる。
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